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Ａ．研究目的 

健康日本２１（第三次）の推進に資するべく、

これまでに、市区町村と二次医療圏の単位での

健康寿命の算出とその関連要因の探索（失業

率・ソーシャルキャピタル・農村度といった社

会環境の要因が関連）および追跡データを用い

研究要旨 

インターネットの急激な普及や COVID-19 の影響など、近年の社会変化を踏まえつつ、国内の主

要なコホートデータ等を二次利用して健康寿命の延伸及び健康格差の縮小に影響を与える要因

を疫学的に明らかにし、その結果を踏まえて次期国民の健康づくり運動プラン（健康日本 21 第

三次）への提案をすることを目的とした。国民健康保険の保険者努力支援制度データの分析で

は、特定健診受診率・特定保健指導実施率・メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少

率、重複・多剤投与者に対する取組の事業評価スコアと健康寿命の改善との関連がみられた。人

口動態統計データでは、都道府県別社会経済指標と健康寿命・平均寿命の関連を示す視覚化 Web

ツールを開発した。また健康寿命や死因別死亡率に対する社会経済状況の違いによる相対リス

クや集団寄与リスクを算出し、不慮の事故で特に格差が大きいことがわかった。日本老年学的評

価研究（JAGES）からは、高齢者の趣味の取得や通いの場を増やすことが健康格差縮小に貢献し

得ることが示された。JASTIS のデータからは、ストロング系チューハイを介した問題飲酒の社

会格差が示された。養父コホートからは、抑うつと関連する地域レベルのソーシャルキャピタル

に男女間に大きな違いがあることがわかった。これらの結果を踏まえつつ健康日本 21（第三次）

の各自治体での取組の効果を検証するための「標準調査票」をまとめた。健康日本 21（第三次）

の推進に向けては、趣味や社会参加、飲酒行動など、個人の健康づくりに関連する社会生活を個

人が適正にコントロールしやすくするような社会環境整備をすすめつつ、行政活動から集まる

データや既存のコホートデータを積極的に活用してその効果をモニタリングすることが重要と

思われる。また、標準的な調査票を全国的に活用することで、社会生活に関する健康リスクのモ

ニタリングが可能となる。 



た地域活動への参加インターネット環境への

アクセス等の社会的要因の実証を行い、これら

知見を踏まえて次期の国民健康づくり運動に

向けた社会環境の整備および健康格差是正の

評価項目を提案した。健康日本 21（第三次）の

推進に役立つさらなる知見を得るべく、既存の

政府統計や国内の主要なコホート研究のデー

タを用いた分析を引き続き行った。またその結

果を踏まえて、自治体が適切に活動の評価を行

い、全国レベルで比較するための提案として、

自治体に推奨する「標準調査票」を開発するこ

とを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

申請当初の計画は下記の通りである。 

―――――― 

疫学研究として、都道府県と市区町村の健康

寿命の変化やその格差に関連する要因を探る。

さらに、既存の縦断データを用いて、一般成人

と高齢者それぞれの健康格差の実態とその関

連要因を明らかにする。加えて、COVID-19 パ

ンデミックに関するインターネット追跡調査

データを用いて同パンデミックに関連する新

たな課題や今後重要になる課題について検証

する。 

これら疫学研究の成果を踏まえた政策研究

として①健康寿命や健康行動等の格差をモニ

タリングするために必要なデータを収集する

方法（健康格差評価のための標準質問紙項目や

指標の活用法）と②取組の評価指標の改定案

（第 2 案）を示す。1 年目に評価指標第 2 案を

示し、優先テーマに関連する分析結果をすすめ、

2 年目に自治体向け標準質問調査票と評価ガ

イドの第 1 案を提案する。3 年目にその第 2 案

を提案する（図１）。具体的には、以下の研究

を実施する。 

 

A．公的統計を用いた健康寿命延伸の関連要因

分析 

A1 健康寿命の変化の要因分析 

分担：細川陸也 主な協力者：尾島俊之（浜松

医科大学） 

国民生活基礎調査や社会生活基本調査等の

二次利用を行い、全国及び都道府県単位の検討、

またこれまでに算出した市区町村の健康寿命

のデータを活用して、その数値やその変化（改

善や悪化）と関連する地域単位の環境・施策の

要因を明らかにする。また、多層生命表を用い

ての変化の要因分析、要因が変化した場合の健

康寿命延伸可能性の推計も検討する。 

図 1 本研究の概要 



A2 人口動態統計等を用いた健康寿命・死因

別死亡率の格差のモニタリングおよび要因分

析 

分担：伊藤ゆり 主な協力者：片岡葵・西岡大

輔（大阪医科薬科大学）・福井敬祐（広島大学）・

佐藤倫治（大阪大学）・井上勇太（徳島大学） 

人口動態統計データ、介護認定データベース

他、公的統計資料を用いて、市区町村またはよ

り小地域の地理情報に基づく社会経済指標に

より健康寿命や各種死因別死亡率の格差とそ

の時系列変化を測定し、健康格差の縮小に関す

る目標値設定や進捗管理を行うための基礎的

資料を作成する。また各種公的統計により健

診・検診受診率や各種生活習慣の分布等と健康

アウトカムとの関係を明らかにすることで格

差の要因を明らかにする。 

 

B 縦断データを用いた健康格差の社会要因・

地域要因分析 

B1 一般成人の健康・健康行動を規定する社

会的要因の分析 

分担：相田潤 主な協力者：財津崇（東京医科

歯科大学） 

 国立がんセンター研究所が進めるコホート

研究である JPHC・JPHC NEXT や 2010 年から

行ってきた高齢者 20 万人規模の日本老年学的

評価研究（Japan Gerontological Evaluation Study，

JAGES）のデータ等を用いて、健康格差の要因

として、リスク行動（喫煙・食生活など）や社

会経済状況がどの程度寄与するか検討を行う。  

 

B2 高齢者の健康寿命（要介護状態の発生）を

規定する社会的要因の分析 

分担：近藤克則 主な協力者：中込敦士、井手

一茂、熊澤大輔 

JAGES のデータを用いて、高齢者の健康寿

命や要介護認定に関連する要因を明らかにす

る。 

 

B3 COVID-19 流行による新たな課題の分析 

分担：田淵貴大 主な協力者：大川純代（国立

国際医療研究センター）、吉岡貴史（福島県立

医科大学） 

COVID-19 流行後 2020 年から同一の調査対

象者を毎年追跡している「日本における新型コ

ロナウイルス感染症（COVID-19）問題による

社会・健康格差評価研究（JACSIS 研究；Ｎ＝

約 30,000 人）」のデータを使い、社会的孤立や

孤独・インターネットでのつながり・リモート

ワークや在宅勤務等の新しい行動や社会課題

について、メンタルヘルスや慢性疾患、健康行

動と関連するか等も含めた社会格差の実態を

明らかにする。 

 

B4 ソーシャルキャピタルと健康に関する分

析（令和 5 年度追加） 

分担：村山洋史 主な協力者：櫻井広子（京都

大学）・野藤悠（東京都健康長寿医療センター

研究所） 

健康日本 21（第三次）で設定された「地域の

つながりの強さ」「地域活動への参加」「共食」

について、健康との関係について掘り下げ、ア

クションプラン作成や中間評価等に役立てる。

兵庫県養父市の縦断データ等で明らかにする。 

 

II. 政策研究 

上記疫学研究の知見や他の関連研究のレビ

ューを行い、また近年の社会変化を踏まえて、

次期健康づくり運動プランへの提案を行う。と

りわけ評価指標のあり方についての検討を行

う。 

1 年目の早期に前述の評価項目とその目標

値の「第 1 案」で課題になっていた「目標値設

定」と「項目の優先順位付け」を行い第 2 案を



提出する。 

―――――― 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究で利用する各種データを用いる各研

究プロジェクトについて、京都大学をはじめと

して、それぞれの実施者が所属する研究機関に

おいて倫理審査を受け、その許可のもとで実施

した。 

 

Ｃ．研究結果 

A1 健康寿命の変化の要因分析 

2015 年に始まった国民健康保険の保険者努

力支援制度は保険者の活動意欲を高めるとと

もに、政策の実態が数値化される。そのため、

施策の計量的なアセスメントに基づき、事業の

PDCA（計画・実施・確認・修正）のサイクル

に沿った事業展開が可能となる。本事業に基づ

き、今後力を入れるべき施策の内容を明らかに

するために、この事業評価スコアのデータを活

用して、健康寿命の推移との関連を地域レベル

で明らかにすることを目的とした。 

自治体単位のデータを分析したところ、その

結果、特定健診受診率・特定保健指導実施率・

メタボリックシンドローム該当者及び予備

群の減少率、重複・多剤投与者に対する取組

の事業評価スコアが高いほど、健康寿命が延

伸する傾向がみられた（表 1・2）。 

 

表 1．事業評価スコアと男性の健康寿命の推移

との関連 

 B SE β p Adjusted R
2
 

特定健診・保健指導 1.097 0.248 0.143 <.001 0.110 

がん・歯周疾患検診 0.352 0.243 0.042 0.148  

重症化予防 0.057 0.244 0.008 0.814  

個人インセンティブ・情報提供 -0.167 0.161 -0.033 0.299  

重複服薬 0.333 0.160 0.067 0.038  

後発医薬品促進の取組 0.008 0.151 0.002 0.960  

データヘルス計画 -0.301 0.307 -0.035 0.327  

医療費通知 0.126 0.278 0.013 0.652  

地域包括ケア 0.101 0.162 0.023 0.533  

適正化かつ健全な取組 -0.083 0.331 -0.008 0.803  

Note: 2017 年時点の健康寿命、可住地人口密度の対数を調整変数

として投入．B、SE は 1000 倍にて表示． 

 

表 2．事業評価スコアと女性の健康寿命の推移

との関連 

 B SE β p Adjusted R
2
 

特定健診・保健指導 0.516  0.254  0.063  0.042  0.167 

がん・歯周疾患検診 0.079  0.251  0.009  0.754   

重症化予防 0.631  0.252  0.086  0.012   

個人インセンティブ・情報提供 -0.287  0.166  -0.053  0.084   

重複服薬 0.044  0.166  0.008  0.789   

後発医薬品促進の取組 0.039  0.156  0.007  0.803   

データヘルス計画 0.022  0.317  0.002  0.945   

医療費通知 -0.268  0.287  -0.027  0.351   

地域包括ケア 0.108  0.168  0.023  0.520   

適正化かつ健全な取組 0.319  0.342  0.029  0.350   

Note: 2017 年時点の健康寿命、可住地人口密度の対数を調整変数

として投入．B、SE は 1000 倍にて表示． 

 

A2 人口動態統計等を用いた健康寿命・死因

別死亡率の格差のモニタリングおよび要因分

析 

都道府県別社会経済指標と健康寿命・平均

寿命の視覚化 Web ツールの開発と、市区町

村別社会経済指標による格差に起因する過

剰死亡者数及び割合の推定を行った。 

都道府県ごとの社会経済状況の合成指標

（2 指標）と健康寿命や喫煙率などの健康

指標の関連が視覚化され、各県の担当者が

健康施策に活用できるようにした。視覚化

Web ツールは以下のサイトに公開した

（https://wellbeing-datascience.com/data-



viz/socioeconomic-index/）(図 2・3)。都道府

県別社会経済指標は csv 形式によりダウン

ロードできるようにした。 

また、地域ごとの格差に起因する過剰死亡

者数と寄与割合を算出した。全年齢で最も多

い格差に起因する過剰死亡者数は、男性では

「がん」（12,118人）、女性では「心疾患」（9,066

人）であった（図 4）。寄与割合で最も多かっ

たのは、男性（23.1％）、女性（20.6％）とも

に「不慮の事故」であった（図 5）。 

 

B1 一般成人の健康・健康行動を規定する社

会的要因の分析 

 今年度は健康日本 21 第三次で重視されてい

る社会参加に関連するテーマとして、趣味を持

つことと健康との関係に着目した。高齢者が趣

味を持つことは、生活習慣病や認知症、死亡リ

スクの低下など、多くの健康上の利点があるこ

とが報告されている。しかし、趣味の有無の経

時的変化と健康との関連を直接調べた研究は

ない。そこで、趣味の有無の変化が全死亡率に

与える影響を明らかにすることを目的とし、趣

味を持たない高齢者が趣味を始めることで死

亡リスクの減少につながるという仮説のもと、

研究を行った。 

本縦断研究の分析対象者は 38,125 人で、ベ

ースライン時の平均年齢は 72.8±5.5 歳、46.9％

が男性であった。本研究の記述統計において、

2010 年・2013 年の両方の時点で趣味が無かっ

た人と、2010 年に趣味が無く 2013 年に趣味を

始めた人は、2020 年までの死亡率はそれぞれ

28.7％と 21.0％であった。共変量で調整した解

析では、2010 年および 2013 年に趣味がなかっ

た人と比較して、2010 年に趣味が無く 2013 年

に趣味を始めた人では、死亡のハザード比は

0.82 (95% CI, 0.75–0.90)と有意に低かった（表

3）。 

表 3．Cox比例ハザードモデルによる、2010年

から 2013年までの趣味の有無の変化と死亡の

ハザード比（n = 38,125） 

  n (%) HR (95% 信頼区間) 

合計 38,125 (100.0)  

趣 味 の 有

無の変化 
  

あり→あ

り 
22,325 (58.6) 0.74 (0.67–0.82)* 

なし→あ

り 
10,469 (27.5) 0.82 (0.75–0.90)* 

なし→な

し 
4,612 (12.1) 1 

あり→な

し 
719 (1.9) 1.08 (0.90–1.30) 

 

B2 高齢者の健康寿命（要介護状態の発生）を

規定する社会的要因の分析 

建造・社会環境から高齢者の健康に至るロジ

ックモデル（図 6）に基づき、国が進める介護

予防施策の中心である通いの場と社会経済階

層に関する分析を実施した。 

通いの場の箇所数や参加割合を高めること

で、低い社会経済階層における相対的な参加が

増え、健康格差縮小に関連する社会的要因にな

りうることがわかった。 
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図 2都道府県別の健康寿命と社会経済状況との関係（男性） 

 

図 3都道府県別の健康寿命と社会経済状況との関係（女性） 

 



 

図 4. 社会経済指標による格差に起因する過剰死亡者数（全年齢、2015-2020 年死亡の 1 年あた

りの人数） 

 

図 5. 社会経済指標による過剰死亡の寄与割合（%）: 不慮の事故、2015-2020年 

 

図 6: 建造・社会環境から高齢者の健康に至るロジックモデル 
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B3 COVID-19 流行による新たな課題の分析 

 COVID-19 の蔓延に伴う生活習慣の変化の

うち、問題飲酒が課題となっていることに鑑み、

とりわけ若者の問題飲酒との関連がメディア

で取りざたされた、いわゆる「ストロング系チ

ューハイ」に着目した。この商品の人気や、個

人のアルコール摂取との関連を検討するこ

とを目的とした。 

2022 年 2 月 1 日から 28 日まで実施され

たインターネット調査のデータ(JASTIS 研

究)を用いて、横断的な研究を行った。参加

者は 27,993 人で、その中には 15,083 人の現

在のアルコール使用者が含まれていた。 

2016 年の国民生活基礎調査データの逆確

率の重み付けを用いて、全回答者の中での

ストロング系チューハイの使用者の加重割

合を推定した。また多変量ロジスティック

回帰モデルを構築して、現在のアルコール

使用者の中でのアルコール使用障害識別テ

ストのスコアが 8 以上で定義される問題飲

酒のストロング系チューハイ使用の加重オ

ッズ比（OR）と 95%信頼区間（CI）を推定

した。その結果、全回答者のうち、56.2%

（加重割合：過去、35.9%；現在、20.3%）

がストロング系チューハイを飲んでいた。

飲酒者の中で、過去および現在のストロン

グ系チューハイの使用は、使用しないこと

と比較して、問題飲酒と関連していた（過

去、OR 1.73、95% CI 1.42～2.12；現在、OR 

2.19、95% CI 1.79～2.69）。性別（男性）、学

歴（高卒以下）は問題飲酒のオッズ比が高い

という結果であった（図 7）。 

 

 

 

 

図 7 全回答者に対するストロング系チューハイ使用割合と AUDITスコア分類の分布 

 



B4 ソーシャルキャピタルと健康に関する分

析 

地域在住高齢者における地域レベルの結

束型ソーシャルキャピタル、橋渡し型ソー

シャルキャピタルと抑うつとの縦断的関連

を検討した。兵庫県養父市（2012 年時点の

人口約 2.7 万人；高齢化率 32.6%）で行って

いる養父コホート研究のデータを用い、

4,056 名を分析対象とした。マルチレベル分

析の結果、男性では地域レベルの結束型ソ

ーシャルキャピタルが高いほど、抑うつに

なりにくいという結果であった。一方、女

性では地域レベルの橋渡し型ソーシャルキ

ャピタルが高いほど、抑うつになりやすか

った（表４）。 

 

これらの分析に加え、複数のデータベースを

用いて健康寿命の延伸と健康格差の縮小に貢

献する社会環境に関連する要因の分析をすす

めて合計 34 本の学術論文を出版した。 

政策研究 

 昨年度までに目標値の提案を完了させたた

め、今年度は、今後健康日本 21 第三次の目標

値を評価していくために有益なツールの開発

を行った。具体的には、健康日本 21（第三次）

の目標値を自治体が評価できる標準調査票を

作成した。また疫学研究で得られた知見を踏ま

えたロジックモデルを作成した（参考資料①

②）。これらを厚生労働行政推進調査事業費補

助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総

合研究事業）「次期健康づくり運動プラン作成

と推進に向けた研究」班（22FA2001、研究代表

者 辻一郎教授）に提案した。 

 

Ｄ．考察 

特定健診・特定保健指導のデータ分析（A1）

では、男女ともに同事業の実施率・メタボリ

ックシンドローム該当者及び予備群の減少

表４ 結束型 SC／橋渡し型 SC と抑うつの関連：マルチレベル分析（養父コホート） 



率の事業評価スコアが健康寿命の延伸と関

連が見られたことから、現在積極的にメタボ

リックシンドロームの予防活動を行い、成果

を上げている自治体の活動を参考にして全

国展開を進めることで、脳卒中等の予防に結

びつき健康寿命の延伸に貢献できる可能性

が示された。 

 人口動態統計等の分析（A2）では都道府県

レベルの社会経済状況と健康寿命や喫煙（男

性）などが強く関連することや、社会経済状

況が悪いことによる過剰死亡者数が明らか

となり、特に不慮の事故ではその影響が大き

いことが明らかとなった。この研究結果は、

健康格差の現状把握と対策の優先順位付け

に役立つ。例えば、健康日本 21 の各取組に

関して優先的に事業を展開すべき都道府県

等の地域選定に役立つ。今後、より小地域の

情報を用いた解析を行うことで各自治体の

具体的な健康格差対策に役立てる情報を報

告する予定である。 

趣味の有無と死亡率との関連の分析（B1）

では、これまで趣味がなかった高齢者でも新

たに趣味を持つことで寿命が延伸される可

能性が示唆された。現在趣味を持っていない

高齢者でも将来的に趣味を始めることが健康

寿命を維持するために重要である可能性が示

唆された。趣味を持つ機会を増やす、といった

社会環境の整備を進めることが健康日本 21 の

目標達成に役立つ可能性がある。また、そうい

った環境づくりの効果の異質性（所得水準・都

市度等）に着目した追加の分析が求められる。 

高齢者の介護予防に資する社会環境につい

ての研究（B2）では、通いの場の箇所数や参

加割合を高めることで、低い社会経済階層に

おける相対的な参加が増え、健康格差縮小に

関連する社会的要因になりうることがわか

った。今後も、自治体が通いの場を展開する

にあたり、社会経済格差が存在していないか

をモニタリングしていく必要がある。 

コロナ禍による問題飲酒の課題に鑑み行っ

た分析（B3）では、全国規模のオンライン調

査により、日本の回答者の半数以上がいわゆ

る「ストロング系チューハイ」を使用してお

り、またその使用が問題飲酒と関連している

ことが示された。また、男性・学歴が短いと

いった関連要因もみられたことから、問題飲

酒など健康行動やその社会格差を縮小させる

ための取組、例えば製造・小売業規制や酒税

等による対策も検討すべきと考えられた。 

 ソーシャルキャピタル(SC)に関する分析

（B4）では、男性では地域レベルの結束型 SC

が高いほど抑うつになりいが、女性では地域

レベルの橋渡し型 SC が高いほど、抑うつに

なりやすかったことから、地域レベルの SC

が高いことは必ずしも高齢期の精神的健康

に有益でない可能性を示唆しており、健康格

差縮小のためには、こうした点を考慮しなが

ら推進していくことが重要であることが示

唆された。 

 政策研究では、ワーキンググループでの作

業に基づき、社会環境が個人の健康に及ぼす

ロジックモデルのもとに、自治体が評価のた

めに活用し得る「標準調査票」をまとめるこ

とができた。今後その利用のしやすさ等の検

討をすすめ、改善・普及を目指したい。 

 

Ｅ．結論 

 年度当初の計画通り、複数のデータベースを

活用して、健康寿命と健康格差に関連する社会

環境要因を明らかにした。健康寿命に関連する

社会環境としては、都道府県・市町村・地域コ

ミュニティという様々なレベルで、社会経済状

況、人口集中度、ソーシャルキャピタルといっ

た社会環境の関与が明らかになり、そのインパ



クトが定量的に示された。死因別死亡率の格差

については、集団寄与危険を用いて、格差の大

きさを人数ベースで算出し、その結果、不慮の

事故で特に大きな格差が存在することがわか

るなど、今後の公衆衛生施策の推進において参

考になるデータが示された。健康づくり施策の

検討と推進の際に、リスク比で示す相対リスク

だけでなく、リスク差に基づく寄与的なリスク

やそこから計算される介入効果により避けら

れる死亡数や罹患数を推計することの重要性

をあらためて認識することとなった。 

健康日 21（第三次）の推進に向けては、趣味

や社会参加の機会を持つことや、問題飲酒など、

個人の社会行動を各人が主体的にコントロー

ルしやすくするような地域レベル・国レベルで

の環境整備が重要であることが示唆された。た

ばこやアルコール飲料等に対する規制や健康

づくりの上で望ましい製品購入へのインセン

ティブなど、行動科学や政策科学の知見も応用

した広範な健康づくり施策の検討が期待され

る。 

また、行政活動から集まるデータや既存のコ

ホートデータを積極的に活用してその効果を

モニタリングすることが重要である。今回提案

した「標準調査票」等を全国で活用することに

より、各自治体での対策の効果を比較可能な形

で評価できる。評価手法の標準化は、公正な自

治体間比較やその結果に基づく経済的インセ

ンティブの付与といった次のオプションへの

展開を可能とする。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 
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会学術総会 
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Community-Based Integrated Care. 25-29 

September 2023. Japan. 

30. Naoki Kondo. (Symposium) Speaker, MEV-

MEJ Forum on Sharing Experiences in 
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